
決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円204 福 祉 政 策 推 進 費 6,003,250 5,289,880 福祉の充実（福祉の充実）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］健 康 福 祉 部 国 4,167,834 １ 福祉・介護サービスの人材の確保と育成 460,065千円企 画 管 理 室 使 11,280 事 業 名 金 額 内 容地 域 福 祉 課 財 31,128 千円 福祉・介護従事者の定着促進や若い世代の参入促進など総合的な福祉人保 険 指 導 課 寄 2,287 材確保策を実施繰 113,258 潜在的有資格者等養成支援事業（２養成校）越 27,533 介護福祉士等有資格者の再就業支援研修を実施諸 1,211 福祉人材の確保事業 18,939 複数事業所連携事業（２ユニット）935,349 ［一部障害者自立］ 社会福祉法人の小規模事業者等が共同で求人活動、合同研修を実施前年度繰越分 前年度繰越分 職場体験事業（参加者数 123名）47,645 37,506 福祉介護職に関心のある者に、福祉介護サービス職場の体験機会を当該年度分 当該年度分 提供等5,955,605 5,252,374翌年度へ繰越 介護福祉士養成施設入学者への修学資金貸付けの原資造成に対する補助312,332 介護福祉士等修学資金 124,160 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度貸付件数（件） － － 24福祉人材センターの広報啓発、福祉人材育成、人材確保等の事業を補助福祉人材センター 9,193 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度運 営 事 業 福祉人材センターの登録者数（名） 569 499 862社会福祉法人等と連携し、福祉・介護に関心の高い地域求職者を支援介護就労お助け事業 45,591 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度［ふるさと雇用］ 雇用人数（名） － － 44社会福祉施設職員退職 262,182 民間社会福祉施設職員等の退職手当金の支給に要する費用の一部を補助手当共済補助事業



２ 福祉のまちづくりのための基盤整備事 業 名 金 額 内 容千円 既設鉄道駅舎の福祉的整備を促進するための助成近鉄（田原本駅、九条駅、西田原本駅）、ＪＲ西日本（畠田駅）人 に や さ し い 35,941鉄 道 駅 整 備 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度主要鉄道駅のエレベーター整備率（％） 71 71 74３ 県民誰もが地域で安心して暮らすための施策の充実 177,057千円事 業 名 金 額 内 容千円 判断能力の不十分な高齢者に対し、生活指導員を派遣日常生活自立支援事業 23,998 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度福祉サービス利用を援助した件数（件） 56 66 59民生委員・児童委員2,240名に対して、委員活動を円滑に実施するため研修等を実施民生委員活動への負担金民生委員研修会開催事業への補助民生委員関係事業 153,059 民生委員手帳の作成・購入成 果 指 標 19年度 20年度 21年度研修受講者数（名） 1,513 1,363 1,513長期生活支援事 業 名 金 額 内 容要 保 護 世 帯 向 け 千円 一定以上の居住用不動産を所有する要保護高齢者世帯に対して、当該不長期生活支援資金 114,155 動産を担保として生活資金を貸付けるための原資の造成原資造成補助事業 実施主体 県社会福祉協議会セーフティネットの充実 2,156,940千円事 業 名 金 額 内 容千円 生活福祉資金貸付事業の安定した運営を確保できるよう貸付原資の積増生 活 福 祉 資 金 1,390,670 し活 用 促 進 事 業 実施主体 県社会福祉協議会離職者が就労活動を安心して行うことができるよう住宅費について給付住 宅 手 当 の 支 給 470 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度住宅手当（千円） － － 470



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容緊急雇用創出事業臨時 千円 失業者に対するセーフティネットとして、住居費の援助や就労支援を行765,800特 例 基 金 積 立 金 うための基金の積立て206 国 民 健 康 保 険 9,357,879 9,182,297 【国民健康保険事業に関する参考指標】連 絡 調 整 費 国 7,727 （平成22年３月31日現在）(保 険 指 導 課) 財 1,975 保険者数 保 険 給 付 状 況 9,172,595 総 市 組 被 保 険 保険料（税）世 帯 数 加入割合 加入割合 その他の翌年度へ繰越 町 者 数 給 付 額 計 調 定 額給 付 額3,095 数 村 合 世帯 ％ 名 ％ 千円 千円 千円 千円41 39 2 211,699 37.57 388,015 27.75 73,849,672 681,764 74,531,436 42,649,799「国民健康保険事業状況報告」福祉の充実（福祉の充実）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 国民健康保険対策 9,159,806千円事 業 名 金 額 内 容国 民 健 康 保 険 千円 国民健康保険に対する都道府県財政調整交付金5,019,658財 政 調 整 交 付 金 給付費等の７％国保の基盤安定を図るための軽減保険料（税）に対する助成等国 民 健 康 保 険 3,337,723 保険基盤安定化事業 3,091,508千円基 盤 安 定 化 事 業 保険者支援事業 246,215千円国 民 健 康 保 険 国保運営安定化を図るための高額医療費共同事業への拠出に対する助成高額医療費共同事業 617,284 対象医療費 80万円超財 政 助 成 事 業国 民 健 康 保 険 市町村国保が生活習慣病対策のための特定健診等を実施する費用に対す特 定 健 康 診 査 ・ 181,857 る助成特定保健指導負担金 在宅療養の利用促進を図るための調査の実施医療費適正化推進事業 3,284 医療費適正化の法定評価に向けたデータ分析206 医 療 対 策 費 13,646,714 13,621,412 【後期高齢者医療制度に関する参考指標】(保 険 指 導 課) 国 102,000 （平成22年３月31日現在）負 102,000 被保険者数 保険給付状況 保険料賦課額財 1,663 65～74歳 75歳以上 療養給付費 療養費等 計13,415,749 名 名 名 千円 千円 千円 千円152,726 5,192 147,534 112,856,336 6,645,386 119,501,722 9,520,385



２ 後期高齢者医療対策 11,516,110千円事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者（75歳以上及び65歳以上の政令で定める障害のある者）の医療費等の給付後 期 高 齢 者 医 療 定率公費負担 9,297,420千円9,698,419給 付 事 業 80万円超の高額医療費の公費負担 381,590千円旧老人保健法に基づく医療等の給付（平成20年３月分まで）19,409千円低所得者に対する保険料の軽減分を公費負担 1,493,980千円後期高齢者医療保険 1,500,028 医療費の低い市町村の被保険者に対して課す不均一保険料との差額を公基 盤 安 定 化 事 業 費負担 6,048千円後期高齢者医療財政 保険料の収納リスクや見込み以上の医療給付費の増加に対応するための307,663安 定 化 基 金 事 業 基金の積立て後期高齢者健康診査 後期高齢者の健康診査の自己負担を軽減するため、健診経費の一部に対10,000補 助 事 業 し助成３ 福祉医療対策 2,048,605千円事 業 名 金 額 内 容千円 対象 昭和15年７月31日までに生まれた70歳未満の者老人医療費助成事業 78,845 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度受給者数（名） 7,709 4,621 2,482対象 ０歳～就学前の者乳幼児医療費助成事業 666,252 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度受給者数（名） 64,727 64,045 63,252対象 １歳以上の心身障害者で後期高齢者医療制度非加入者心 身 障 害 者 （身障手帳１・２級又は療育手帳Ａ所持者）596,354医 療 費 助 成 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度受給者数（名） 8,418 9,510 10,084対象 母子家庭の母等と18歳到達後最初の３月31日までの児童母子医療費助成事業 275,005 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度受給者数（名） 26,102 26,432 27,125



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 対象 後期高齢者医療制度に加入の心身障害者又は母子家庭の母等重度心身障害老人 432,149 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度等医療費助成事業 受給者数（名） 11,379 11,041 11,290208 障 害 福 祉 対 策 費 8,864,395 8,438,696 【障害者（児）福祉施策に関する参考指標】(障 害 福 祉 課) 国 3,133,702 身体障害者手帳交付状況 （平成22年３月31日現在）負 977 区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 計財 5,550 名 名 名 名 名 名 名繰 782,646 視 覚 1,708( 19) 1,316( 4) 347( 1) 447( 6) 640( 4) 570( 2) 5,028( 36)越 168,331諸 111,413 聴 覚 平 衡 機 能 552( 6) 1,413( 89) 802( 35) 1,107( 20) 24( 1) 1,864( 53) 5,762( 204)起 57,200 4,178,877 言語そしゃく機能 37( 0) 39( 0) 371( 3) 205( 17) － － 652( 20)前年度繰越分 前年度繰越分412,444 412,305 肢 体 不 自 由 6,139(275) 6,337(152) 6,793( 67) 9,692( 36) 3,512( 26) 1,648( 11) 34,121( 567)当該年度分 当該年度分8,451,951 8,026,391 内 部 機 能 8,248(129) 246( 8) 3,051( 83) 3,836( 39) － － 15,381( 259)翌年度へ繰越259,348 計 16,684(429) 9,351(253) 11,364(189) 15,287(118) 4,176( 31) 4,082( 66) 60,944(1,086)（注）( )内は、18歳未満児で内数 「障害福祉課調べ」療育手帳交付状況 （平成22年３月31日現在）区 分 Ａ（重度） Ｂ（中軽度） 計18 歳 未 満 879名 1,634名 2,513名18 歳 以 上 3,351名 2,818名 6,169名計 4,230名 4,452名 8,682名「障害福祉課調べ」障害者（児）福祉施設の状況 （平成22年３月31日現在）区 分 知的障害者施設 身体障害者施設 障害者支援施設 障害児施設 計施 設 数 17カ所 5カ所 15カ所 13カ所 50カ所定 員 770名 272名 837名 556名 2,435名利 用 人 員 749名 257名 788名 417名 2,211名「障害福祉課調べ」



４ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実 603,131千円事 業 名 金 額 内 容千円 障害者自立支援法の円滑な実施を図るため、特別対策を実施事業者に対する運営の安定化等を図る措置障 害 者 自 立 支 援 事業運営安定化事業、通所サービス利用促進事業等特 別 対 策 事 業 601,902 新法への移行等のための円滑な実施を図る措置［ 障 害 者 自 立 ］ 小規模作業所緊急支援事業、デイサービス事業緊急移行支援事業、障害者自立支援基盤整備事業・移行等支援事業等福祉・介護人材の処遇改善を図る措置福祉・介護人材の処遇改善事業平成17年３月に策定した奈良県障害者長期計画2005の後期５カ年の内容奈良県障害者長期計画 1,229 について見直しを実施し、奈良県障害福祉計画とあわせて、新たに「奈2 0 0 5 見 直 し 事 業 良県障害者計画」を策定５ 地域で安心してくらし、働ける体制の整備 77,327千円事 業 名 金 額 内 容千円 総合相談支援体制整備事業各圏域に圏域マネージャーを配置して、圏域内の相談支援事業所及び地域自立支援協議会への助言指導を実施障 害 者 相 談 支 援 23,856 障害児等療育相談事業体 制 整 備 事 業 専門性の高い相談に対し、広域的な支援を実施成 果 指 標 19年度 20年度 21年度地域自立支援協議会設置済市町村割合(％) 74 87 90奈良県工賃倍増５カ年計画の実現に向け、就労関係事業所で働く障害者の工賃水準の引き上げを支援就労収入向上支援チームの派遣障 害 者 働 き が い 各事業所作成の工賃倍増計画の作成支援18,556支 援 事 業 企業等との共同受注の取りまとめ等による活動支援就労関係事業所や職業指導員の意識改革のための研修成 果 指 標 19年度 20年度 21年度対象事業所平均月額工賃（円） 10,990 11,520 10,291障害者の生活、介護等 今後の福祉政策について、中長期的・総合的観点から体系的に整理し、に関する実態調査 34,915 実行するための基礎資料として県内の障害者の生活実態を幅広く詳細に[ 緊 急 雇 用 ] 把握するための調査を実施



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 地域生活基盤の整備 2,671,657千円事 業 名 金 額 内 容千円 居宅介護、行動援護、重度訪問介護、重度障害者等包括支援、児童デイサービス、短期入所、療養介護、生活介護、障 害 者 自 立 支 援 日中サービス＋施設入所支援、サービス利用計画作成1,552,586介 護 給 付 事 業 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担成 果 指 標 19年度 20年度 21年度介護給付事業指定事業者数（事業者） 803 832 903就労継続Ａ型、Ｂ型、自立訓練、就労移行支援、共同生活援助、共同生活介護障 害 者 自 立 支 援 444,509 上記の事業について市町村が指定事業所に給付する費用の県負担訓 練 等 給 付 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度訓練等給付事業指定事業者数（事業者） 83 91 151障害者の自立と社会参加促進を目的とする市町村事業に対する助成市 町 村 地 域 生 活 補助先 奈良市外37市町村241,614支 援 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度市町村実施事業数（件） 38 38 3818歳以上の身体障害者手帳所持者が障害の程度を軽減もしくは改善する自立支援医療事業 319,236 医療を受けた場合に市町村が行う医療給付に対する県負担負担区分 国1／2直接 県1／4 市町村1／4発達障害者支援センター運営事業発達障害者支援センターの運営発達障害者支援事業 発達障害者支援体制整備検討委員会の開催24,871［一部ふるさと雇用］ 設置場所 仔鹿園成 果 指 標 19年度 20年度 21年度相談件数（件） 1,976 2,006 2,383



障害児・保護者と療育支援機関とを結びつけるコーディネーターを設置障害児等療育圏域支援 ⑳～○22 南和圏域5,000モ デ ル 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度連携機関数（機関） － 30 44病気や事故により脳に障害を受け、日常生活に大きな支障のある高次脳機能障害者への支援高 次 脳 機 能 障 害 高次脳機能障害支援センターの運営支 援 事 業 9,056 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度［一部ふるさと雇用］ 高次脳機能障害支援センターの相談件数（件） － 414 1,562在宅の重症心身障害児（者）に対し、通園の方法による日常生活動作、運動機能訓練等を実施重症心身障害児（者） 39,400 実施施設 東大寺整肢園、国立松籟荘病院、吉野学園通 園 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度月平均利用者数（名） 21 21 20福祉作業所の運営助成実施主体 市町村補 助 先 大和高田市外６市町村（９作業所）心 身 障 害 者 通 所 31,063 小規模通所授産施設の運営助成援 護 事 業 補 助 先 さくらんぼ、ふれあい作業所成 果 指 標 19年度 20年度 21年度補助対象施設数（施設） 29 18 11福祉サービス及び相談支援の質の向上を図るための必要な人材の育成相談支援従事者研修事業 研修修了者数 201名人 材 育 成 事 業 2,502 障害程度区分認定調査員等研修事業 研修修了者数 73名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度相談支援従事者研修課程累積修了者数(名) 487 692 893事業者指定等事業障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービス及び指定相談支援に障 害 者 自 立 支 援 1,820 おける事業所登録情報の管理推 進 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度指定事業所の登録サービス件数（件） 956 1,003 1,137



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 障害者の社会参加促進事 業 名 金 額 内 容千円 障害者社会参加総合推進事業団体委託手話通訳者等養成事業視覚障害者情報支援事業障害者110番事業障害者社会参加総合 26,860 中途失明者等生活訓練事業推 進 事 業 奈良県障害者スポーツ大会開催事業（４月～６月にかけて実施）全国障害者スポーツ大会選手団派遣事業（10月10日～12日 新潟県）等成 果 指 標 19年度 20年度 21年度登録手話通訳者数（名） 97 107 110福祉の充実（福祉の充実）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 福祉サービスの人材・施設・在宅ケアの充実事 業 名 金 額 内 容千円 障害者支援施設（知的障害児施設併設、生活介護）に対する補助障 害 者 福 祉 施 設 補助先 （福）綜合施設美吉野園 （新設、改築）698,817整 備 事 業 障害福祉サービス事業所（多機能型）に対する補助補助先 （福）桜井市手をつなぐ育成会虹の郷 （新設）２ 施設訓練等の支援 1,991,418千円事 業 名 金 額 内 容千円 知的障害者福祉法等により設置された心身障害者施設の利用者を施設において支援する給付費等及び心身障害児施設の入通所児を保護、育成す心身障害者（児）施設 1,970,147 るための措置費及び給付費運 営 費 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度心身障害者施設及び障害児施設数（施設） 53 48 37障害者自立支援法に基づく就労移行支援、就労継続支援等の新事業への移行に必要な設備整備等に対する補助補助先 （ＮＰＯ）なかま、（福）桜井市手をつなぐ育成会若桜、障 害 者 就 労 訓 練 （ＮＰＯ）自立支援ステーションぽかぽか、（福）ひまわり21,271設 備 等 整 備 事 業 （ＮＰＯ）生活支援センターもちつもたれつ、（福）こだまの会、（ＮＰＯ）虹の家、（福）ふれあいの会成 果 指 標 19年度 20年度 21年度補助対象施設数（施設） 8 9 8



216 総 合 リ ハ ビ リ 581,685 421,247 総合リハビリテーションセンター・福祉パークの管理テーションセンター費 国 116,481 事 業 名 金 額 内 容(障 害 福 祉 課) 使 4,778手 6,478 千円 指定管理者への運営委託財 449 指定管理者 （福）奈良県社会福祉事業団繰 9,873 総 合 リ ハ ビ リ 指 定 期 間 平成18～22年度諸 1,610 テーションセンター・ 421,247 病 院 部 門 （診療10科100床）、施設部門（４部門）、県営福祉パ起 23,000 福祉パーク管理事業 ーク（福祉住宅体験館を含む）の運営 258,578 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度前年度繰越分 前年度繰越分 延べ患者数（入院・外来）（名） 77,551 79,191 80,3506,500 6,500当該年度分 当該年度分575,185 414,747翌年度へ繰越129,595218 長 寿 社 会 対 策 費 21,863,038 20,932,566 【高齢者福祉対策に関する参考指標】地 域 福 祉 課 国 8,157,394 高齢者の現況 （平成21年10月１日現在）長 寿 社 会 課 手 5,261 県 人 口 高 齢 者 人 口（県人口に占める割合）財 18,779繰 671,604 65歳以上 327,742名 （22.98％）1,426,016名越 83,900 75歳以上 147,519名 （10.34％）諸 20,858 「統計課調べ」起 167,60011,807,170 要介護（要支援）認定者数 （平成22年３月31日現在）前年度繰越分 前年度繰越分251,500 251,500 区 分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計当該年度分 当該年度分21,611,538 20,681,066 第１号被保険者 6,799名 8,914名 7,898名 9,335名 7,996名 6,118名 4,801名 51,861名翌年度へ繰越291,810 第２号被保険者 128名 250名 201名 335名 264名 201名 185名 1,564名総 数 6,927名 9,164名 8,099名 9,670名 8,260名 6,319名 4,986名 53,425名「長寿社会課調べ」



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 入所施設及び通所・利用施設の現況 （平成22年３月31日現在）介 護 老 人 介 護 老 人 介護療養型 養 護 軽 費 有 料 高 齢 者区 分 福 祉 施 設 ケアハウス 生 活 福 祉（特 養） 保 健 施 設 医 療 施 設 老人ホーム 老人ホーム 老人ホーム セ ン タ ー施 設 数 72カ所 40カ所 13カ所 12カ所 6カ所 33カ所 26カ所 3カ所定 員 5,206名 3,563名 918名 850名 320名 1,143名 1,819名 40名「長寿社会課調べ」指定介護サービス事業所の現況 （平成22年３月31日現在）居 宅 サ ー ビ ス訪問 訪問 訪問 通所 通所 短期 短期 特定 福祉 福祉 居宅介護区 分 計用具 用具 小計 支 援介護 入浴 看護 介護 リハ 生活 療養 施設 貸与 販売カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所 カ所事 業 所 数 485 35 78 308 70 87 54 34 144 153 1,448 467 1,915地域密着型サービス（市町村指定）区 分 夜間対応 認知症対応 小 規 模 グループ 計訪問介護 通 所 介 護 多 機 能 ホ ー ム事 業 所 数 1カ所 25カ所 17カ所 92カ所 135カ所「長寿社会課調べ」福祉の充実（福祉の充実）[「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題]１ 介護保険制度の着実な推進と介護サービスの人材確保・育成 11,662,831千円事 業 名 金 額 内 容千円 介護給付費の負担地域支援事業交付金財政安定化基金の管理・運用低所得利用者負担対策事業介 護 保 険 制 度 社会福祉法人による利用者負担額減免措置事業推 進 事 業 11,645,195 実施 奈良市外８市町村 認定者数 123名［一部介護職員処遇］ 介護保険制度推進事業保険者指導、小規模保険者の指導・支援介護保険事業支援計画の推進奈良県市町村介護保険制度推進協議会の開催開催日 平成21年７月16日



介護給付適正化推進事業ケアマネジメント等適正化推進事業事業者支援事業新規指定事業所説明会の実施 12回介護サービス情報の公表事業指定情報公表センター １機関指定調査機関 ３機関指定介護職員処遇改善事業申請事業所数（サービス単位） 984事業所介護支援専門員、認定調査員等研修事業介護支援専門員実務研修 修了者数 388名介護支援専門員実務従事者基礎研修 修了者数 89名介護支援専門員更新（専門）研修 修了者数 328名介護支援専門員再研修 修了者数 62名主任介護支援専門員研修 修了者数 97名認定調査員研修 修了者数 1,690名主治医研修 修了者数 207名審査会委員研修 修了者数 279名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度事業所の新規指定件数・変更届等受理件数（件） 2,049 1,518 1,414介護についての理解と認識を深めるために、「介護の日」を中心にその前後を啓発活動の重点実施期間とし、趣旨にふさわしい啓発活動を実施「なら介護の日2009」の開催「 介 護 の 日 」 500 平成21年11月11日 参加者 500名啓 発 活 動 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度「なら介護の日」の参加者数（名） － － 500現任の介護職員の研修受講促進と地域失業者の就業機会の創出を介護サ介護職員研修支援事業 ービス施設等に委託17,136[ 緊 急 雇 用 ] 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度雇用創出人数（名） － － 43



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ２ 地域ケア体制整備に対する支援 5,616千円事 業 名 金 額 内 容千円 医療機関から在宅生活への円滑な移行と切れ目のない質の高いケアの提供体制を確立するため、訪問看護ステーションのネットワーク化を支援訪問看護ステーションネットワーク会議の開催訪問看護ステーション 平成22年１月９日・２月13日・３月13日285ネットワーク支援事業 在宅療養生活支援のための地域連携システム構築検討会の開催平成22年１月21日成 果 指 標 19年度 20年度 21年度訪問看護ステーション数（事業所） 75 80 70小規模多機能型居宅介護サービスを普及啓発し、社会的認知度を高めるとともに利用を促進小規模多機能型居宅介護利用促進事業小 規 模 多 機 能 型 試行的利用経費補助 利用者延べ数 75人2,683居宅介護普及促進事業 小規模多機能型居宅介護事業所職員研修受講支援研修受講支援の助成 研修受講者 32人成 果 指 標 19年度 20年度 21年度小規模多機能型居宅介護事業所数（事業所） 5 11 13市町村や事業者が行う介護予防に関する事業の評価や担当者の研修を通じ市町村を支援介護予防に関する事業評価・市町村支援委員会の運営介護予防に関する事業 499 市町村等実務担当者研修の開催評価・市町村支援事業 平成21年９月１日 参加者 278名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度研修受講者数（名） 427 293 278市町村が設置する地域包括支援センターへの支援を実施地 域 包 括 支 援 地域包括支援センター職員研修 修了者数 102名2,149セ ン ター支援事業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度研修受講者数（名） 96 99 102



３ 在宅福祉の充実 77,613千円事 業 名 金 額 内 容高齢者の生活、介護等 千円 今後の福祉政策について、中長期的・総合的観点から体系的に整理し、に関する実態調査 69,994 実行するための基礎資料として、県内の高齢者の生活実態を幅広く詳細［ 緊 急 雇 用 ］ に把握するための調査を実施高齢者虐待防止に携わる専門職の支援及び県民に対する意識啓発の実施成年後見制度に関する研修会 平成21年12月18日 参加者 96名高齢者虐待防止事業 301 高齢者虐待防止研修会の開催 平成21年９月11日 参加者 284名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度セミナー参加者・研修受講者数（名） 766 322 380認知症高齢者が「住み慣れた地域で安心して暮らす」ことができるよう認知症に携わる専門職の支援及び県民に対する啓発の実施認知症ケアサポートの推進認知症サポート医養成研修 修了者数 ２名かかりつけ医研修 委託先 （社）奈良県医師会平成22年３月11日 修了者数 159名認知症高齢者やその家族との交流等による支援認 知 症 対 策 事 業 5,261 委託先 （社）認知症の人と家族の会奈良県支部認知症サポーター育成事業「2009 認知症 県民フォーラムin大和高田」の開催平成21年９月26日 参加者 700名サポーター養成講座の開催 養成者数 1,739名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度県が行った認知症サポーター及びキャラバンメイトの養成数（名） 2,249 1,652 1,861介護保険対象サービスに直接従事する職員に対する認知症高齢者の処遇に関する研修認知症介護実践研修事業修了者 実践者研修 214名 実践リーダー研修 42名認知症対応型サービス事業開設者研修事業 修了者数 ７名認知症介護研修事業 2,057 認知症対応型サービス事業管理者研修事業 修了者数 73名小規模多機能サービス等計画作成担当者研修事業 修了者数 22名フォローアップ研修事業 養成者数 １名成 果 指 標 19年度 20年度 21年度実践者等養成研修修了者数（名） 316 325 359



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ４ 高齢者福祉の総合推進体制の整備事 業 名 金 額 内 容千円 高齢者及びその家族からの各種相談に総合的に対応高 齢 者 総 合 相 談 12,794 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度センター運営事業 相談件数（件） 552 606 663５ 老人福祉施設の整備・運営 879,205千円事 業 名 金 額 内 容千円 ４施設 五條市 50名 友喜苑 (○20～○21 )桜井市 48名 秀華苑 (○21～○22 )特別養護老人ホーム 三郷町 50名 三郷聖アンナの家 (○20～○21 )251,500 下市町 50名 (仮)北野しもいち彩の里(○21～○22 )の 整 備 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度特養入所定員（床） 5,076 5,166 5,206地域密着型介護老人福祉施設等の小規模福祉施設の基盤整備を促進介護基盤緊急整備 小規模特別養護老人ホーム １事業所特 別 対 策 事 業 50,829 グループホーム ５事業所［介護基盤整備］ 小規模多機能型居宅介護施設 ３事業所成 果 指 標 19年度 20年度 21年度整備事業所数（事業所） － － 9地域密着型介護老人福祉施設等の開設準備経費を助成することにより、開設時から安定した質の高いサービスを提供するための体制整備を支援施設開設準備経費 グループホーム １事業所助成特別対策事業 18,736 小規模多機能型居宅介護施設 ２事業所［介護職員処遇］ 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度助成事業所数（事業所） － － 3



軽 費 老 人 ホ ー ム 軽費老人ホームの利用者から徴収すべき利用料のうち減免した額を助成558,140運 営 費 補 助 事 業 対象施設 23施設高齢者の生きがいづくりと社会参加の促進 118,635千円事 業 名 金 額 内 容千円 啓発普及情報誌の発行 年４回 15,000部／回スポーツ・健康・地域活動等促進組織づくり長寿と健康の祭典式典、イベント 平成21年10月２日・３日参加者 1,959名高齢者美術展平成21年８月20日～27日 応募点数 ６種目 278点スポーツ文化・交流大会長寿社会推進事業 86,111 グラウンド・ゴルフ、ゲートボール、ペタンク外４種目全国健康福祉祭（北海道）平成21年９月４日～８日 18競技種目 参加者 107名指導者養成等まほろばシニアリーダーカレッジ 受講者 96名シニア軽スポーツ普及員養成講座 受講者 79名高齢者の人材活用シニアグループリーダー人材情報バンク成 果 指 標 19年度 20年度 21年度指導者養成講座受講者数（名） 687 699 830適正老人クラブ数 1,379クラブ（会員数 97,676名）老 人 ク ラ ブ 活 動 30,378 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度助 成 事 業 補助実施市町村数（市町村） 38 38 38地域で抱える課題解決のため、高齢者等が仲間で事業を起こす活動の支援及び事業化に際し必要な初年度備品整備等に要する経費の一部を助成地 域 支 え 合 い 助成先 アクティブサポート1,639カンパニー支援事業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度創設支援事業応募者件数（件） 5 2 4



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 地域活動を実践する高齢者の情報を一元化し、市町村等地域活動団体との連携を図る体制整備の検討の実施い き い き シ ニ ア 507 地域活動意見交換会の開催 ３回地域活動促進事業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度対策委員会等開催回数（回） － 3 3220 児童健全育成対策費 3,207,034 3,150,533 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】 （各年５月１日調査）( こ ど も 家 庭 課 ) 国 243,373 年 度 19年度 20年度 21年度繰 69,309 放課後児童クラブ登録児童数（奈良市含む） 9,761名 10,035名 10,094名2,837,851 「厚生労働省調べ」前年度繰越分 前年度繰越分8,550 8,550 【児童虐待対策に関する参考指標】当該年度分 当該年度分 （各年３月31日現在）3,198,484 3,141,983 年 度 19年度 20年度 21年度翌年度へ繰越 児童虐待相談件数（県こども家庭相談センター受付分） 682件 605件 639件8,450 「福祉行政報告例」福祉の充実（子育て支援の充実）［「平成21年度 重点課題に関する評価」掲載課題］１ 仕事と子育ての両立支援 417,829千円事 業 名 金 額 内 容千円 放課後児童クラブ運営費補助放 課 後 児 童 健 全 補助先 大和高田市外24市町村 補助対象クラブ数 155クラブ304,023育 成 事 業 費 補 助 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度放課後児童クラブ数(奈良市含む)（カ所） 187 204 212放課後児童クラブ 放課後児童クラブ施設整備補助102,360施 設 整 備 費 補 助 補助先 天理市外５市町 補助クラブ数 13クラブ放課後児童クラブ 放課後児童クラブの設置を促進設 置 促 進 事 業 6,666 補助先 橿原市 補助対象 真菅小学校区放課後児童クラブ［ 安 心 こ ど も ］



放課後児童クラブ等の物品購入補助補助先 奈良市外10市町村放課後児童クラブ等 4,780 補助対象施設数 114カ所機 能 強 化 事 業 放課後児童クラブ 84カ所 児童館 ６カ所認可外保育施設 22カ所 へき地保育所 ２カ所２ 地域における子育てサポートの充実 21,059千円事 業 名 金 額 内 容千円 地域に密着した子育て相談支援体制の充実児童家庭支援センター 児童家庭支援センターあすか、児童家庭支援センターてんり16,492運 営 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度相談件数（件） 661 624 739地域子育て創生事業 地域の実情に応じた創意工夫のある子育て支援活動への助成4,567［ 安 心 こ ど も ］ 補助先 大和郡山市、下市町、下北山村（４事業）３ 児童虐待対策 18,310千円事 業 名 金 額 内 容千円 虐待対応専門「こども支援課」の運営（中央こども家庭相談センター）家族療法対応職員の配置（中央こども家庭相談センター）虐待対応24時間体制の整備（中央こども家庭相談センター）児童虐待防止ネットワーク推進事業児童虐待防止支援事業 13,582 オレンジリボンキャンペーンによる啓発活動成 果 指 標 19年度 20年度 21年度児童虐待相談件数（件） 682 605 639市町村等の要請に基づくスーパーアドバイスチーム等の派遣市町村職員等を対象とした意識改革・スキル向上のための研修「みんなで見守る」 基礎研修 平成21年７月２日 参加者数 530名児童虐待の防止・ 4,728 専門実務研修 平成21年10月23日、26日、30日 参加者数 164名支 援 事 業 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度スーパーアドバイスチーム要請件数（件） － － 26



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 ４ 要保護児童の増加への対応事 業 名 金 額 内 容千円 里親制度の広報啓発、里親の開拓及び委託の推進、里親への支援里 親 推 進 事 業 3,205 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度里親月初日平均委託児童数（名） 22 31 34５ 少子化対策の推進 2,677,851千円事 業 名 金 額 内 容千円 次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、かつ、育成される環境の整備を図るための施策を展開結婚ワクワクこどもすくすく県民会議の運営「なら結婚・子育て応援団」事業「子育て不安ゼロ作戦」推進事業なら父親の子育て応援事業次 世 代 育 成 支 援 10,675 「パパ力向上委員会」の設置対 策 推 進 事 業 父親向け研修会用ＤＶＤの作成ならパパ力向上フォーラムの開催奈良県こども・子育て応援プラン（○22～○26）の策定成 果 指 標 19年度 20年度 21年度結婚と子育てを応援する企業・ＮＰＯの数（カ所） 757 813 699地域における子育てしやすい環境づくりの推進を支援子育て総合相談窓口の設置子育て家庭サポート 子育て支援サークル等の情報交流会の開催27,078セ ン タ ー 事 業 子育てホームページの運営 アクセス件数 1,066,367件成 果 指 標 19年度 20年度 21年度子育てサークルの数 （件） 244 251 304携帯版「子育てネットな ら 」 構 築 事 業 4,478 子育てホームページ「子育てネットなら」の携帯電話版の作成[ 緊 急 雇 用 ]なら子育て応援団携帯版サイト構築事業 5,798 なら子育て応援団ホームページの携帯電話版の作成[ 緊 急 雇 用 ]



対 象 小学校第６学年修了までの児童を養育している父母等手当月額 ３歳未満 10,000円児 童 手 当 の 給 付 2,629,822 ３歳以上 第２子まで 5,000円第３子以降１人当たり 10,000円222 児 童 保 護 費 5,195,024 4,912,995 【仕事と子育ての両立支援に関する参考指標】 （平成22年３月１日現在）( こ ど も 家 庭 課 ) 国 2,932,490 区 分 保育所数 入所定員 入所現員負 8,067 認 可 保 育 所 （ 公 立 ） 92カ所 10,255名 8,949名手 3,319 認 可 保 育 所 （ 私 立 ） 55カ所 7,231名 8,009名財 5,290 合 計 147カ所 17,486名 16,958名繰 244,706 「福祉行政報告例」（奈良市を除く）諸 2201,718,903 【要保護児童に関する参考指標】 （平成22年３月１日現在）翌年度へ繰越 区 分 施 設 数 入所定員 入所現員178,330 児 童 養 護 施 設 6カ所 372名 328名乳 児 院 2カ所 50名 35名母 子 生 活 支 援 施 設 3カ所 80世帯 73世帯「福祉行政報告例」および奈良県調べ６ 児童福祉施設の整備等 114,305千円事 業 名 金 額 内 容社会的養護拡充事業 千円 児童福祉施設等入所児童の生活環境改善のための施設改修、備品配備等79,069［ 安 心 こ ど も ］ に対する助成等児童養護施設等の耐震化整備に対する助成児 童 養 護 施 設 等 補助先 大和育成園、愛染寮、いこま乳児園整 備 事 業 35,236 児童養護施設等のスプリンクラー整備に対する助成［社会福祉耐震化］ 補助先 いかるが乳児園７ 仕事と子育ての両立支援 3,255,375千円事 業 名 金 額 内 容千円 私立保育所に入所した乳幼児の保育にかかる経費を負担補助先 大和高田市外28市町村保 育 所 運 営 費 846,468 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度私立保育所月初日平均入所児数（名） 7,192 7,387 7,708



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 障害児をより多く受け入れ、かつ、障害児に手厚いケアを実施する保育所に対する助成障 害 児 保 育 受 入 35,594 補助先 大和高田市外11市町促 進 事 業 費 補 助 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度実施保育所数（カ所） － 26 35保育を行う上で特に配慮が必要と認められる児童が多数入所している保育所に対し、入所児童の処遇向上のために保育士を加配する経費を補助家庭支援推進保育 補助先 大和高田市外13市町23,725事 業 費 補 助 研修の促進のため、必要な経費を補助 補助先 奈良県解放保育研究会成 果 指 標 19年度 20年度 21年度家庭支援推進保育事業実施保育所数（カ所） 28 28 25保育所における１歳児の処遇改善のため、１歳児の保育を担当する保育士の配置基準の改善に必要な経費を補助（平成21年度より民営保育所の２歳未満児保育実施 み対象）11,939事 業 費 補 助 補助先 大和高田市外25市町村成 果 指 標 19年度 20年度 21年度対象保育所に入所している延べ１歳児数（名） 21,588 24,095 13,415看護師等により病児・病後児・体調不良児に対する一時預かりや緊急対応を実施する保育所等に対する助成病児・病後児保育 33,239 補助先 天理市外７市町事 業 費 補 助 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度実施保育所数（カ所） 8 15 14保護者の傷病等による緊急一時的な保育事業に対する助成補助先 大和高田市外18市町村一時保育事業費補助 38,823 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度実施保育所数（カ所） 44 48 41保育所の緊急整備等に要する経費を助成安 心 子 育 て 支 援 補助先 大和郡山市外5市町村対 策 事 業 181,116 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度［ 安 心 こ ど も ］ 整備等実施保育所数（カ所） － － 4



保育所の計画的な整備等を実施することにより、子どもを安心して育て安心こども基金積立金 2,084,471 ることができる体制の整備を行うための基金の積立て８ 地域における子育てサポートの充実事 業 名 金 額 内 容千円 子育て親子の交流促進や相談等を行う地域における子育て支援の拠点に対する助成地域子育て支援拠点 117,536 補助先 大和高田市外27市町村事 業 費 補 助 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度事業実施箇所数（カ所） 38 42 41９ 要保護児童の増加への対応事 業 名 金 額 内 容千円 児童養護施設等に入所措置した要保護児童等の保護にかかる経費児 童 保 護 措 置 費 1,383,966 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度児童養護施設等月初日平均入所児童数(名) 433 423 420児童福祉施設職員の資質の向上事 業 名 金 額 内 容千円 児童福祉施設職員の資質の向上を図るため、研修を実施児童福祉施設職員 470 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度研 修 会 実 施 費 研修会等実施回数（回） 14 14 11222 母 子 福 祉 対 策 費 1,090,545 1,068,371 母子家庭等に対する助成及び自立支援 1,022,933千円( こ ど も 家 庭 課 ) 国 338,534 事 業 名 金 額 内 容繰 46,955諸 8 千円 母子家庭等に対する手当の支給 682,874 手当月額 全部支給 41,720円一部支給 41,710円～ 9,850円児童扶養手当給付事業 956,589 ２人目加算 5,000円３人目以降加算 3,000円成 果 指 標 19年度 20年度 21年度受給資格者数（名） 2,177 2,179 2,270



決 算 報 科 目 予 算 現 額 決 算 額 施 策 の 成 果告 書 頁 千円 千円 事 業 名 金 額 内 容千円 母子家庭の母等の就業を促進するため、就業支援サービスを提供母子家庭等就業・自立 16,459 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度支援センター事業 相談件数（件） 2,800 2,264 2,261一時的な生活援助や保育サービスが必要な場合、家庭生活支援員を派遣母 子 家 庭 等 1,108 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度生 活 支 援 事 業 利用件数（件） 112 87 81母子家庭自立支援 母子家庭の母の就業を促進するための支援給 付 金 事 業 46,817 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度[一部安心こども ] 就職者数（人） 4 6 8ひとり親家庭支援事業 ひとり親家庭の実態調査 1,260千円1,960[ 安 心 こ ど も ] 戸別訪問相談支援事業 700千円224 精 華 学 院 費 395,035 334,330 精華学院の整備( こ ど も 家 庭 課 ) 国 48,805 事 業 名 金 額 内 容負 739繰 25,900 千円 本館・寮等工事 93,500千円精華学院整備事業諸 23,277 105,669 本館備品整備 9,100千円[一部安心こども ]起 65,200 工事監理等 3,069千円170,409翌年度へ繰越15,500226 こ ど も 家 庭 469,956 437,026 【ＤＶ被害者支援に関する参考指標】相 談 セ ン タ ー 費 国 32,630 （平成22年３月１日現在）( こ ど も 家 庭 課 ) 繰 12,106 年 度 19年度 20年度 21年度 392,290 ＤＶ相談件数 1,046件 1,009件 1,165件中央こども家庭相談センター、高田こども家庭相談センター、女性センター実績女性相談保護対策等の充実 32,802千円事 業 名 金 額 内 容千円 中央こども家庭相談センターにおける女性一時保護及び生活指導女性相談対策事業 24,931 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度一時保護件数（件） 96 97 108



心理担当職員の設置、夜間相談窓口の運営ＤＶ被害者支援事業 3,158 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度ＤＶ相談件数（件） 1,046 1,009 1,165女性一時保護委託、ＤＶ被害者支援員の設置要援護家庭支援の推進 4,713 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度一時保護委託件数（件） 7 7 12こども家庭相談センターの整備事 業 名 金 額 内 容こ ど も 家 庭 相 談 千円シ ス テ ム 化 事 業 9,975 児童相談記録票等の電子ファイル化[ ふ る さ と 雇 用 ]228 扶 助 費 4,989,655 4,853,342 【生活保護に関する参考指標】 （各年度平均）(地 域 福 祉 課) 国 3,536,206 被 保 護 世 帯 及 び 人 員 の 数1,317,136 区 分 19年度 20年度 21年度世 帯 人 員 世 帯 人 員 世 帯 人 員奈良県郡部 1,833世帯 2,584名 1,882世帯 2,645名 2,028世帯 2,853名奈良県市部（十津川村を含む） 9,030世帯 13,388名 9,318世帯 13,806名 10,020世帯 14,881名奈良県合計 10,863世帯 15,972名 11,200世帯 16,451名 12,048世帯 17,734名「福祉行政報告例」低所得者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 生活困窮者の最低生活を保障するための必要な保護の実施生活保護費の支給 4,652,869 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度生活保護費（千円） 4,207,259 4,278,842 4,652,869住所不明者の援護事 業 名 金 額 内 容千円 住所不明の被保護者に係る市村支弁経費の1/4を補助生活保護法第 7 3 条 168,408 成 果 指 標 19年度 20年度 21年度県 費 負 担 金 生活保護法73条県負担金（千円） 135,670 148,051 168,408


